








外国人技能実習制度および地域協議会に関する意見 

 

2018年 6月 22日 

日本労働組合総連合会 

関東ブロック連絡会 

代 表  岡田 啓 

 

 

 「外国人技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」（以下、「外

国人技能実習法」）が 2017年 11月 1日より施行され、外国人技能実習制度の「適正

な実施」と「実習生の保護」をはかる法的枠組みが整備された。 

 「外国人技能実習法」は第 56条において、「地域協議会」の組織および、「地域の

実情を踏まえた技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に資する取組について

協議を行う」ことを定めている。 

連合は、「発展途上地域等への技能、技術又は知識の移転による国際協力」という

外国人技能実習制度本旨に沿った運営が行われるよう、制度の適正な実施と技能実

習生の権利保護の観点から、以下の通り意見する。 

 

1. 監理団体および実習実施者の作成する技能実習計画が、外国人技能実習制度の本

旨に沿った内容であるか、受入体制が適正か否かを厳正に審査するべきである。 

2. 2016年度に労働局および労働基準監督署が監督指導を実施した実習実施機関の

うち、約 7割に労働関係法令違反が認められている。技能実習生の権利を保護

し、制度本旨に沿った運営がなされるよう、監理団体および実習実施者に対する

実地検査を確実に実施するべきである。 

3. 不適切な運営を行っている監理団体または実習実施者が判明した場合には、速や

かに監督官庁である法務省および厚生労働省に報告するべきである。 

4. 新制度・旧制度のいずれで入国したかにかかわらず、技能実習生の適切な保護を

はかるため、母国語によるワンストップで受けられる相談・支援体制を構築する

べきである。 

5. 新制度・旧制度のいずれで入国したかにかかわらず、技能実習生が実習実施者を

変更する必要に迫られた際は、技能実習生からの相談に応じるとともに、必要に

応じたシェルターの確保、次の実習先への確実な転籍などの調整・支援を行うべ

きである。 

6. 地域協議会開催にあたっては、地域の労働現場における課題や問題を的確に把握

するためにも、地域の労使団体および技能実習生を支援する団体に意見陳述の機

会を与えるべきである。 

 

以 上 



外国人技能実習制度および地域協議会に関する意見 

 

2018年 6月 22日 

日本労働組合総連合会栃木県連合会 

会長 加藤 剛 

 

 

 「外国人技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律」（以下、「外

国人技能実習法」）が 2017年 11月 1日より施行され、外国人技能実習制度の「適正

な実施」と「実習生の保護」をはかる法的枠組みが整備された。 

 「外国人技能実習法」は第 56条において、「地域協議会」の組織および、「地域の

実情を踏まえた技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に資する取組について

協議を行う」ことを定めている。 

連合は、「発展途上地域等への技能、技術又は知識の移転による国際協力」という

外国人技能実習制度本旨に沿った運営が行われるよう、制度の適正な実施と技能実

習生の権利保護の観点から、以下の通り意見する。 

 

1. 監理団体および実習実施者の作成する技能実習計画が、外国人技能実習制度の本

旨に沿った内容であるか、受入体制が適正か否かを厳正に審査するべきである。 

 

2. 2016年度に労働局および労働基準監督署が監督指導を実施した実習実施機関の

うち、約 7割に労働関係法令違反が認められている。技能実習生の権利を保護

し、制度本旨に沿った運営がなされているか、監理団体および実習実施者に対

し、雇用契約上の労働条件や、労働内容が実習項目の範囲であるかなど、実地検

査を定期的にまた、確実に実施するべきである。 

 

3. 不適切な運営を行っている監理団体または実習実施者が判明した場合には、速や

かに監督官庁である法務省および厚生労働省に報告するべきである。 

 

4. 新制度・旧制度のいずれで入国したかにかかわらず、技能実習生の適切な保護を

はかるため、母国語によるワンストップで受けられる相談・支援体制を構築する

べきである。 

 

5. 新制度・旧制度のいずれで入国したかにかかわらず、技能実習生が実習実施者を

変更する必要に迫られた際は、技能実習生からの相談に応じるとともに、必要に

応じたシェルターの確保、次の実習先への確実な転籍などの調整・支援を行うべ

きである。 

 



6. 地域協議会開催にあたっては、地域の労働現場における課題や問題を的確に把握

するためにも、地域の労使団体および技能実習生を支援する団体に意見陳述の機

会を与えるべきである。 

 

以 上 


